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５
月　
日
（
木
）
に
東
久
留
米

１９

駅
頭
で
、「
納
期
内
納
税
キ
ャ
ン
ペ

ー
ン
」
を
実
施
し
ま
す
。

　
当
日
は
、
市
職
員
が
駅
頭
に
立

っ
て
、
チ
ラ
シ
な
ど
を
配
布
し
、

市
税
の
納
期
内
納
税
を
呼
び
掛
け

ま
す
。
朝
の
通
勤
時
間
帯
で
は
あ

り
ま
す
が
、
ご
理
解
い
た
だ
き
ま

す
よ
う
、
お
願
い
し
ま
す
。

　
詳
し
く
は
納
税
課
☎
４
７
０
・

７
７
３
０
へ
。

市税などの納期一覧
軽自動
車税

後期高齢者
医療保険料

国民健康
保険税

市民税・
都民税
普通徴収

固定資産税・
都市計画税

第１期第１期５月３１日（火）

第１期６月３０日（木）

第１期第１期第２期８月１日（月）

第２期第２期第２期８月３１日（水）

第３期第３期９月３０日（金）

第４期第４期第３期１０月３１日（月）

第５期第５期１１月３０日（水）

第６期第６期第３期１２月２６日（月）

第７期第７期第４期２９年１月３１日（火）

第８期第８期第４期２月２８日（火）

第９期３月２７日（月）

表１　原動機付自転車・二輪車および小型特殊自動車など
28年度からの税額区分
２,０００円５０cc以下

原動機付自転車 ２,０００円５０cc超９０cc以下
２,４００円９０cc超１２５cc以下
３,７００円ミニカー
３,６００円二輪の軽自動車など（１２５cc超２５０cc以下）
６,０００円二輪の小型自動車（２５０cc超）
２,４００円農耕用のもの小型特殊自動車 ５,９００円その他

表３　グリーン化特例
　２７年４月〜２８年３月に初めて車両番号の指定を受けた軽自動車で、環境負荷
の小さいものについては、２８年度に限り税率が軽減されます。詳しい適用条件
については市ホームページをご覧ください。

税額
区分 おおむね

７５％軽減
おおむね
５０％軽減

おおむね
２５％軽減

１,８００円３,５００円５,２００円営業用乗用四
輪
以
上

軽
自
動
車

２,７００円５,４００円８,１００円自家用
１,０００円１,９００円２,９００円営業用貨物用 １,３００円２,５００円３,８００円自家用
１,０００円２,０００円３,０００円三輪

　
バ
イ
ク
や
軽
自
動
車
な
ど
の
所

有
者
に
課
税
さ
れ
る
「　
年
度
軽

２８

自
動
車
税
」
の
納
税
通
知
書
を
５

月　
日
（
水
）
に
発
送
し
ま
す
。

１１
納
税
通
知
書
に
記
載
し
て
い
る
金

融
機
関
ま
た
は
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス

ス
ト
ア
で
お
納
め
く
だ
さ
い
。

　
な
お
、　

年
度
か
ら
軽
自
動
車

２８

税
な
ど
の
税
額
が
左
表
１
～
３
の

通
り
変
更
に
な
り
ま
し
た
。

　
詳
し
く
は
課
税
課
市
民
税
係
☎

４
７
０
・
７
７
７
７
（
内
線
２
３

３
１
・
２
３
３
２
）
へ
。

表２　三輪および四輪以上の軽自動車
　初めて車両番号の指定を受けた日（自動車検査証の「初度検査年月」の日
付）によって税額が変わります。

税額

区分 新規登録後
１３年超

（経年重課）※
２７年４月１日
以降の登録車

２７年３月
３１日までの
登録車

　　８,２００円　　６,９００円５,５００円営業用
乗用四

輪
以
上

軽
自
動
車

１万２,９００円　１万８００円７,２００円自家用
　　４,５００円　　３,８００円３,０００円営業用

貨物用
　　６,０００円　　５,０００円４,０００円自家用
　　４,６００円　　３,９００円３,１００円三輪

※新規登録から１３年経過した車両は、グリーン化を進める観点から、２８年度
より経年重課の税率が適用されます。なお、電気軽自動車など（動力源ま
たは内燃機関の燃料が電気・天然ガス・メタノール・混合メタノール・ガ
ソリン電力併用の軽自動車および被けん引車）は、経年重課の対象外とな
ります。

図２　２８・２９年度の年間保険料額の算出式

年間保険料額
１００円未満切り捨て
（限度額５７万円）

＝

所得割額
賦課のもととなる
所得金額（※１）
×所得割率９.０７％

＋
均等割額

被保険者１人当たり
４万２,４００円

※１「賦課のもととなる所得金額」とは、前年の総所得金額や山林所得金額、株式・長期（短期）
譲渡所得金額などの合計から、基礎控除額３３万円を控除した額です（ただし、雑損失の繰越
控除額は控除しません）。

表１　均等割額の軽減
　同じ世帯にいる後期高齢者医療制度の被保険者全員と世帯主の「総所得金額等を合計した額」を
基に軽減割合を判定します。

軽減後の金額軽減割合「総所得金額等の合計（※２）」が
下記の基準額に該当する世帯

４,２４０円９割被保険者全員が年金収入８０万円以下
（その他の所得がない）

３３万円以下で
６,３６０円８.５割上記以外

２万１,２００円５割３３万円＋（２６万５,０００円×被保険者の数）以下

３万３,９２０円２割３３万円＋（４８万円×被保険者の数）以下

※２　６５歳以上（２８年１月１日時点）の方の公的年金所得については、その所得からさらに高齢者
特別控除１５万円を差し引いた額で判定します。ただし、この高齢者特別控除は所得割額の計
算では適用されません。

表２　所得割額の軽減
　被保険者本人の「賦課のもととなる所得金額」を基に軽減
割合を判定します。

【参考例】公的年金収入
のみで他の所得がなく、
下記の年金収入基準額
に該当する方

軽減割合
「賦課のもととなる
所得金額」が下記の
基準額に該当する方

１６８万円以下１００％※３１５万円以下
１７３万円以下　７５％※３２０万円以下
２１１万円以下５０％　　５８万円以下

※３は、東京都後期高齢者医療広域連合独自の軽減措置です。

減
と
２
割
軽
減
の
対
象
が
拡
大
さ

れ
ま
す
。

　
な
お
、
軽
減
に
は
、
確
定
申
告

な
ど
の
所
得
の
申
告
が
必
要
に
な

る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　
①
均
等
割
額
の
軽
減
＝
表
１
の

通
り
　
②
所
得
割
額
の
軽
減
＝
表
２
の

通
り
　
③
被
扶
養
者
だ
っ
た
方
の
軽
減

＝
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
加
入
の

前
日
ま
で
会
社
の
健
康
保
険
な
ど

（
国
保
・
国
保
組
合
は
除
く
）
の

被
扶
養
者
だ
っ
た
方
は
、
均
等
割

額
が
９
割
軽
減
と
な
り
、
所
得
割

額
は
掛
か
ら
な
い
た
め
、
年
間
保

険
料
額
は
４
２
０
０
円
に
な
り
ま

す　

年
度
の
保
険
料
の
通
知

２８
　
４
月
の
年
金
か
ら
保
険
料
が
天

引
き
（
特
別
徴
収
）
さ
れ
て
い
る

用
（
保
険
で
賄
う
９
割
ま
た
は
７

割
の
費
用
）
で
、
広
域
連
合
が
医

療
機
関
な
ど
に
支
払
い
ま
す
。

　
こ
の
「
医
療
給
付
費
」
の
財
源

は
、
国
・
都
・
広
域
連
合
を
構
成

す
る
都
内　
市
区
町
村
が
負
担
す

６２

る
「
公
費
」
が
約
５
割
、
各
医
療

保
険
（
国
保
、
健
保
な
ど
）
に
加

入
す
る
現
役
世
代
の
保
険
料
で
負

担
す
る
「
後
期
高
齢
者
支
援
金
」

が
約
４
割
、
被
保
険
者
が
負
担
す

る
「
保
険
料
」
が
約
１
割
で
構
成

さ
れ
、
国
民
全
体
で
支
え
合
う
仕

組
み
に
な
っ
て
い
ま
す
。

保
険
料
の
増
加
抑
制
策

　
今
回
の
料
率
の
見
直
し
に
際
し
、

　
市
区
町
村
で
は
、
保
険
料
の
大

６２幅
な
増
加
を
抑
制
す
る
た
め
の
特

別
対
策
と
し
て
、
約
２
０
２
億
円

の
一
般
財
源
を
投
入
し
ま
す
。

　
市
で
は
、　

年
度
に
一
般
会
計

２８

か
ら
約
９
３
６
３
万
円
を
負
担
す

る
予
定
で
す
。
ま
た
、
こ
の
他
に

広
域
連
合
で
は
、
財
政
安
定
化
基

金
か
ら
も
約
１
４
５
億
円
を
活
用

し
て
保
険
料
の
増
加
抑
制
を
図
り

ま
す
。

保
険
料
の
決
め
方

　
　
・　

年
度
の
年
間
保
険
料
額

２８

２９

の
算
出
式
は
、
左
図
２
の
通
り
で

す
。
今
回
の
料
率
の
見
直
し
に
よ

り
、
被
保
険
者
１
人
当
た
り
の
均

等
割
額
は
４
万
２
２
０
０
円（　
・２６

　
年
度
）
か
ら
４
万
２
４
０
０
円

２７に
、
所
得
割
率
は
８・　
％
（　
・

９８

２６

　
年
度
）
か
ら
９
・　

％
に
な
り

２７

０７

ま
す
。
そ
の
た
め
前
年
と
同
じ
所

得
で
あ
っ
て
も
、　

年
度
の
保
険

２８

料
額
が
変
わ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

保
険
料
の
軽
減
措
置

　
保
険
料
の
負
担
を
軽
減
す
る
た

め
に
、
所
得
に
応
じ
て
次
の
３
つ

の
軽
減
措
置
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、

　
年
度
か
ら
均
等
割
額
の
５
割
軽

２８

　
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
（
以

下
、「
保
険
料
」）
の
料
率
は
、
２

年
間
の
財
政
運
営
期
間
に
お
け
る

「
医
療
給
付
費
」
な
ど
に
応
じ
て

定
め
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
１
月
の
東
京
都
後
期
高
齢
者
医

療
広
域
連
合
（
以
下
、「
広
域
連

合
」）
議
会
で
、　

・　
年
度
の
保

２８
２９

険
料
の
料
率
と
軽
減
措
置
な
ど
が

決
定
し
ま
し
た
。
な
お
、
都
内
の

料
率
は
均
一
で
す
。
後
期
高
齢
者

医
療
制
度
の
安
定
的
な
運
営
の
た

め
、
ご
理
解
を
お
願
い
し
ま
す
。

財
政
運
営
の
仕
組
み

　
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
財
源

構
成
は
、
左
図
１
の
通
り
で
す
。

　
「
医
療
給
付
費
」
と
は
、「
医
療

費
」
の
う
ち
被
保
険
者
が
医
療
機

関
な
ど
で
支
払
っ
た
自
己
負
担
分

の
１
割
ま
た
は
３
割
を
除
い
た
費

方
は
、　

年
中
の
所
得
に
応
じ
た

２６

仮
算
定
の
保
険
料
額
の
徴
収
で
す
。

　
年
中
の
所
得
に
応
じ
た　
年
度

２７

２８

の
保
険
料
決
定
額
は
７
月
に
広
域

連
合
長
が
決
定
し
、
同
月
中
旬
に

市
役
所
か
ら
「
決
定
通
知
書
兼
納

付
（
納
入
）
通
知
書
」
を
送
付
し

ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先

　
制
度
の
こ
と
は
、
土
曜
・
日
曜

日
、
祝
日
を
除
く
午
前
９
時
～
午

後
５
時
に
「
広
域
連
合
お
問
合
せ

セ
ン
タ
ー
」
☎
０
５
７
０
・
０
８

６
・
５
１
９
（
Ｉ
Ｐ
電
話
・
Ｐ
Ｈ

Ｓ
の
方
は
☎
０
３
・
３
２
２
２
・

４
４
９
６
）、フ
ァ
ク
ス（
０
５
７

０
・
０
８
６
・
０
７
５
）
ま
た
は

広
域
連
合
公
式
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

「
東
京
い
き
い
き
ネ
ッ
ト
」（http:

//www.tokyo-ikiiki.net/

）
を
ご

覧
く
だ
さ
い
。

　
個
別
の
相
談
は
市
保
険
年
金
課

高
齢
者
医
療
係
☎
４
７
０
・
７
８

４
６
へ
。

　
【
募
集
の
種
類・対
象
】
①
家
族

向
け
・
単
身
者
向
け
（
一
般
募
集

住
宅
）
②
定
期
使
用
住
宅
（
若
年

フ
ァ
ミ
リ
ー
向
け
）
③
定
期
使
用

住
宅
（
多
子
世
帯
向
け
）
④
若
年

フ
ァ
ミ
リ
ー
向
け

　
※
①
～
④
そ
れ
ぞ
れ
に
申
し
込

み
資
格
が
あ
り
ま
す
の
で
、
詳
細

は
募
集
案
内
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

　
【
募
集
案
内
配
布
期
間
・
場
所
】

土
曜
・
日
曜
日
を
除
く
５
月
９
日

（
月
）
～　
日
（
火
）
に
、
都
市

１７

計
画
課（
市
役
所
５
階
）、上
の
原・

ひ
ば
り
が
丘
・
滝
山
の
各
連
絡
所
、

東
部
地
域
セ
ン
タ
ー
、
都
内
各
市

区
役
所
・
東
京
都
住
宅
供
給
公
社

都
営
住
宅
募
集
セ
ン
タ
ー
で
。
な

お
、
５
月　
日
（
土
）・　
日
（
日
）

１４

１５

の
い
ず
れ
も
午
前
９
時
半
～
午
後

５
時
は
、
都
庁
第
一
本
庁
舎
１
階

東
京
観
光
情
報
セ
ン
タ
ー
で
も
配

布
し
ま
す
。　
※
配
布
期
間
中
は

同
公
社
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://

www.to-kousya.or.jp/

）
か
ら
も

取
得
で
き
ま
す
。

　
申
し
込
み
は
５
月　
日
（
金
）

２０

ま
で
に（
必
着
）、募
集
案
内
に
同

封
の
申
込
書
・
封
筒
に
必
要
事
項

を
記
入
の
上
、
郵
送
を
。

　
詳
し
く
は
同
公
社
募
集
セ
ン
タ

ー（
配
布
期
間
中
が
☎
０
５
７
０・

０
１
０
・
８
１
０
、
そ
の
他
の
期

間
が
☎
０
３
・
３
４
９
８
・
８
８

９
４
。
い
ず
れ
も
土
曜
・
日
曜
日

を
除
く
）
へ
。

図１　医療費と医療給付費の財源構成

公費（約５割）＜負担割合＝国４：都１：市区町村１＞
医療機関などの窓口で
支払った自己負担分 後期高齢者支援金（約４割）

＜現役世代の負担分＞
保険料（約１割）
＜被保険者負担分＞

医療費

保険で賄う「医療給付費」

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

　

・　

年
度
の
保
険
料
の

２８

２９
料
率
な
ど
が
決
ま
り
ま
し
た

納
期
内
納
税
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を

東
久
留
米
駅
前
で
行
い
ま
す

　

年
度
軽
自
動
車
税
の

２８

納
税
通
知
書
を
発
送
し
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